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平成19年3月期  第3四半期財務・業績の概況（非連結） 
平成19年２月２日 

上場会社名 株式会社 シーエヌエー （コード番号：2361 東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://www.cna-net.co.jp/ ）   

問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役社長  合田 隆       

              責任者役職・氏名 経営企画部長   岩本 隆博     TEL(092) 476－1121 (代表) 

 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準 

② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 

③ 会計監査人の関与 ： 有 

四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規

則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のた

めの手続きを受けております。 

 

 

２．平成19年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成18年４月１日～平成18年12月31日） 

(1) 経営成績の進捗状況                                    (百万円未満切り捨て表示をしております) 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期） 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

19年３月期第3四半期 1,278  29.9 37     ― 43       ― 38       ―

18年３月期第3四半期 984   ― △10    ― △5    ― △19    ―

(参考)18年3月期 1,545   ― 52    ― 58    ― 43    ―

 

 １株当たり四半期 
（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 四 半 期
（ 当 期 ） 純 利 益

 円    銭 円    銭

19年３月期第3四半期 388  62 ―  ― 

18年３月期第3四半期 △198  44        ―  ― 

(参考)18年3月期 435  76 434  60 

 (注)売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。 

［経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第3四半期におけるわが国経済は、景気の拡大は緩やかではありますが史上最長となり、企業収益の改善、設備

投資の増加、雇用情勢の改善など、概ね堅調に推移しております。当社の係わる医療業界では、医療費抑制、医療

の効率化を中心とする医療制度改革が進展しつつあり、医療に対する国民意識も高まってきております。医療機関

においては、経営の効率化及び患者の立場に立った医療サービスの提供が求められ、特にＩＴ分野における投資の

重要性は一層高まっております。 
このような環境のもと、当社では臨床検査分野に特化した商品（臨床検査情報システム：CNA-Net）の新機能開発

と販売拡大を推進してまいりました。 
営業面においては、シスメックス株式会社との営業連携による戦略的営業活動を行なってまいりました。西日本地

区においては、既存ユーザのリプレース及び来年度に向けた大学病院など大型案件に注力して受注拡大を図ってま

いりました。東日本地区においては、当社ブランドの顧客への浸透を図り、シスメックス株式会社と連携して案件

獲得に取り組んでおります。 
開発面においては、引き続き品質向上、コスト削減をめざしたパッケージ開発を進めるとともに、医療環境の変化

に対応できる機能開発を進めております。 
 

以上の結果、当第3四半期売上高は1,278百万円となり、経常利益は43百万円となりました。また、当第3四半期純

利益は38百万円となりました。
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 (2) 財政状態の変動状況 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり 
純 資 産 

 百万円 百万円 ％ 円    銭

19年３月期第３四半期             1,875 1,703 90.8 17,042  66 

18年３月期第３四半期 1,847 1,591 86.2 15,954  64 

(参考)18年３月期 1,945 1,656 85.1 16,600  61 

 
(3) キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

19年３月期第３四半期 277 △58 7 270

18年３月期第３四半期 266 △1,107 19 167

(参考)18年３月期 92 △1,059 21 43

［財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第3四半期における現金および現金同等物（以下「資金」）は、期首に比べ227百万円増加し、当第3四半期末に

は270百万円となりました。 
なお、当第3四半期における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
当第3四半期における営業活動によるキャッシュ・フローは、資金の増加277百万円となりました。その主な要因

は税引前当期純利益43百万円の計上、売上債権の減少271百万円、たな卸資産の減少88百万円等の増加要因、ならび

に仕入債務の減少45百万円等の減少要因によるものであります。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当第3四半期における投資活動によるキャッシュ・フローは、資金の減少58百万円となりました。その主な要因は

関係会社短期貸付金の増加49百万円等の減少要因があったことによるものであります。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当第3四半期における財務活動によるキャッシュ・フローは、資金の増加7百万円となりました。これはストッ

ク・オプションの行使における株式の発行による収入によるものであります。 
 

３．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益

 百万円 百万円 百万円

通     期 1,780 80 73

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   730円32銭 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

通期の見通しといたしましては、平成18年10月20日付で発表いたしました業績予想のとおり、売上高は1,780百万

円、経常利益80百万円、当期純利益73百万円を見込んでおります。上記の予想は本資料の発表日現在において入手

可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としておりま

す。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 

 
４．平成19年３月期第３四半期の配当状況(個別) 
・現金配当 1株当たり配当金（円） 
         第1四半期末 中間期末 第3四半期末 期末 その他 年間 

18年３月期 ― ― ― ― ― ― 

19年３月期（実績） ―    ― ― ― ― ― 

19年３月期（予想） ― ― ― ― ― ― 

(注) 配当支払開始日 平成－年－月－日 
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４ 四半期財務諸表 

(1) 四半期貸借対照表 

  前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末 
前事業年度 

要約貸借対照表 
  (平成17年12月31日) (平成18年12月31日) (平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産             

１ 現金及び預金 *2   198,078       273,811      73,848   

２ 受取手形    112,959        17,608      75,489   

３ 売掛金     95,531       279,404     493,092   

４ たな卸資産    264,429        90,010     178,499   

５ 関係会社短期貸付金   1,097,894     1,098,762   1,049,528   

６ その他    19,227     25,332    16,842  

流動資産合計 
 

 

  

 1,788,120

  

 96.8  

  

 1,784,930

  

 95.2  

  

 1,887,300  97.0

Ⅱ 固定資産            

１ 有形固定資産 *1    

２ 無形固定資産  

  12,403 

 

 

  

  
 

   13,429

  

   13,152 

 

 

 

  

(1) ソフトウエア     2,276        1,449      2,219   

(2) ソフトウエア仮勘定      －       22,283          －   

(3) その他    549          517        541   

無形固定資産合計 
 

   

３ 投資その他の資産  

  2,825   

   

   24,250  

 

   2,760 
 

 

  (1)その他     43,818     52,960    42,772  

  投資その他の資産合計 43,818 

  

  52,960
 

  42,772 
 

 

固定資産合計     59,047     90,640    58,685   3.0

資産合計 

  

  

  

 

   1,847,167

  

  3.2

100.0
 

 1,875,570

  

  4.8

100.0
 

1,945,986 100.0
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  前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末 

前事業年度 
要約貸借対照表 

  (平成17年12月31日) (平成18年12月31日) (平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債  

１ 買掛金   113,874      49,941      95,079   

２ 未払金   46,332      53,876      54,222   

３ 賞与引当金         ―       8,449          ―   

４ その他  80,288     45,462     125,461   

流動負債合計 

*4 

    240,495

 

 13.0    157,728   8.4    274,762   14.1

Ⅱ 固定負債            

１ その他   15,117     14,343     14,566   

固定負債合計      15,117   0.8    14,343   0.8    14,566    0.8

負債合計   13.8   9.2   14.9

(資本の部)  

 

  255,612

 

   172,071

 

 

289,329

 

Ⅰ 資本金   1,190,750  64.5         ―   ―  1,191,750   61.2

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金   

  

 970,538  

     

       ―  

   

971,538  

資本剰余金合計    

   

 

970,538  52.5  

     

 

       ―   ―  

   

 

 971,538   49.9

Ⅲ 利益剰余金            

１ 利益準備金       1,702          ―      1,702   

２ 第3四半期(当期)未処理損失     571,435          ―    508,333   

利益剰余金合計  △569,733 △30.8        ―   ― △ 506,631 △26.0

資本合計   1,591,555        ―   ― 1,656,657   85.1

負債資本合計   

 

1,847,167

  86.2

 100.0

 

       ―   ―

 

1,945,986  100.0
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  前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末 

前事業年度 
要約貸借対照表 

  (平成17年12月31日) (平成18年12月31日) (平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金   ― ― 1,195,750 63.8  ― ―

 ２ 資本剰余金    

  (1)資本準備金  ― 975,538 ― 

    資本剰余金合計   ― ― 975,538 52.0  ― ―

 ３ 利益剰余金    

  (1)利益準備金  ― 1,702 ― 

    (2)その他利益剰余金  

    繰越利益剰余金  

    利益剰余金合計  

 
 
 

― 
 

― ― ―

△469,491

―

     
△467,789 △25.0

 
 
 
― 

 
― ― ―

   株主資本合計   ― ― 1,703,499 90.8  ― ―

   純資産合計   ― ― 1,703,499 90.8  ― ―

   負債純資産合計   ― ― 1,875,570 100.0  ― ―
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(2) 四半期損益計算書 

 

  前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間 
前事業年度 

要約損益計算書 

  
 (自 平成17年４月１日 
 至 平成17年12月31日) 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年12月31日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高      984,189 100.0  1,278,677 100.0  1,545,408 100.0

Ⅱ 売上原価      493,176  50.1   667,774  52.2    828,838  53.6

売上総利益    49.9  47.8  46.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

 
  491,012

  501,909  51.0

 
 610,903

 573,368  44.8

 
  716,570

  664,286  43.0

営業利益       ―   ―    37,535   2.9     52,283   3.4

営業損失（△）   △10,896 △1.1     ―   ―     ―   ―

Ⅳ 営業外収益 *1  0.5   0.5   0.4

Ⅴ 営業外費用 *2 

 
   5,305

     346   0.0

 
   6,921

     593   0.0

 
    6,998

      508   0.0

経常利益       ―   ―    43,863   3.4     58,773   3.8

経常損失（△）    △5,937 △0.6   ―  ―     ―   ―

Ⅵ  特別損失 *3     8,556   0.9      498   0.0      8,556   0.6

税引前第3四半期(当期)純利益     ―   ―   43,364   3.4     50,216   3.2

税引前第3四半期純損失（△）  △14,494 △1.5     ―   ―     ―   ―

法人税、住民税及び事業税     5,235    5,235   0.5   4,522   4,522   0.4   6,844    6,844   0.4

第３四半期(当期)純利益     ―   3.0   2.8

第３四半期純損失（△）   

   ―  

 △19,729 △2.0

 
  38,841

 ―   ―

 
  43,372

      ―    ―

前期繰越損失   551,705   ―   551,705  

第３四半期(当期)未処理損失   

 

  571,435   ―    508,333  
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(3) 四半期株主資本等変動計算書 

第３四半期会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年12月31日) 

                               

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益

剰余金 

  

資本金 

資本準備金 利益準備金
繰越利益剰

余金 

利益剰余金

合計 

株主資本 

合計 

 

 

純資産 

合計 

平成 18 年３月 31 日 残高（千円） 1,191,750 971,538 1,702 △ 508,333 △ 506,631 1,656,657 1,656,657

第３四半期会計期間中の変動額     

 新株の発行（千円） 4,000 4,000 ― ― ― 8,000 8,000

 第３四半期純利益（千円） ― ― ― 38,841 38,841 38,841 38,841

第３四半期会計期間中の変動額合計

（千円） 
4,000 4,000 38,841 38,841 46,841 46,841

平成 18 年 12 月 31 日 残高（千円） 1,195,750 975,538 1,702 △ 469,491 △ 467,789 1,703,499 1,703,499
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（4）四半期キャッシュ・フロー計算書 

  前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間 
前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書

  
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日)

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年12月31日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区  分 
注記  

番号 
金 額(千円) 金 額(千円) 金 額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税引前第３四半期(当期)純利益又は税

引前第３四半期純損失 
  △14,494 43,364 50,216

２ 減価償却費   4,086 4,410 5,634

３ 賞与引当金の増減額（減少：△）   ― 8,449 ―

４ 減損損失   ― 498 ―

５ 固定資産除却損  277 ― 277

６ ソフトウエア仮勘定除却損   479 ― 479

７ たな卸資産評価損   7,799 ― 7,799

８ 受取利息及び受取配当金   △4,611 △ 6,255 △ 6,248

９ 新株発行費償却   99 ― 261

10 株式交付費償却  ― 193 ―

11 売上債権の増減額（増加：△）   349,578 271,568 △ 10,512

12 たな卸資産の増減額（増加：△）   △109,254 88,489 △ 24,800

13 仕入債務の増減額（減少：△）   △36,123 △ 45,138 △ 54,919

14 前払費用の増減額（増加：△）   △3,337 △ 2,695 △ 2,121

15 未払金の増減額（減少：△）   19,069 △ 346 26,960

16 未払消費税等の増減額（減少：△）   8,228 △ 10,597 20,602

17 預り金の増減額（減少：△）   2,251 4,054 △ 1,045

18 その他   39,712 △ 77,981 74,937

小  計   263,760 278,015 87,522

19 利息及び配当金の受取額   4,611 6,255 6,248

20 法人税等の支払額   △1,750 △ 6,847 △ 1,745

営業活動によるキャッシュ・フロー   266,621 277,422 92,025

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期貸付金の純増減額(増加：△）   △1,097,894 △ 49,234 △ 1,049,528

２ 定期預金の解約による収入   30,076 30,084 30,076

３ 定期預金の預入による支出   △30,084 △3,000 △ 30,084

４ 有形固定資産の取得による支出   △5,495 △3,510 △ 5,700

５ 無形固定資産の取得による支出   ― △ 22,283 △ 222

６ 差入保証金の預入による収入   937 3,113 1,526

７ 差入保証金の戻入による支出   △5,507 △13,350 △5,507

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,107,966 △ 58,181 △ 1,059,438

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 株式の発行による収入   19,400 7,806 21,238

財務活動によるキャッシュ・フロー   19,400 7,806 21,238

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額   △821,944 227,047 △ 946,174

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   989,938 43,764 989,938

Ⅵ 現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 * 167,994 270,811 43,764
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(5)注記事項等 

四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項   目 

前第３四半期会計期間  

(自  平成 17 年４月 1 日 

至 平成 17 年 12 月 31 日)

当第３四半期会計期間 

(自 平成 18 年４月 1 日 

  至 平成 18 年 12 月 31 日)

前事業年度 

(自 平成 17 年４月 1 日 

  至 平成 18 年３月 31 日) 

１. 資産の評価基準及

び評価方法 

(1)たな卸資産 

商品・仕掛品 

  個別法による原価法 

 

材料 

先入先出法による原価法

(1)たな卸資産 

商品・仕掛品 

同  左 

 

材料 

同  左 

(1)たな卸資産 

商品・仕掛品 

同  左 

 

材料 

同  左 

２. 固定資産の減価償

却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっておりま

す。  

なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一基準

によっております。 

 

(2)無形固定資産  

定額法によっておりま

す｡ 

ただし、市場販売目的の

フトウェアについては、見

込み販売収益に基づく償却

額と残存有効期間(３年)に

基づく均等配分額とを比較

していずれか大きい額を計

上しております。自社利用

のソフトウエアについては

社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によ

って計上しております。 

 

(3)長期前払費用 

法人税法に規定する方法

と同一の基準により均等償

却しております。 

(1) 有形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産  

同  左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 長期前払費用 

同  左 

(1) 有形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産  

同  左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 長期前払費用 

同  左 

３. 繰延資産の処理方
法 

 

新株発行費 

 全額支出時の費用として

処理しております。 

株式交付費 

全額支出時の費用として

処理しております。 

新株発行費 
 全額支出時の費用として
処理しております。 
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項   目 

前第３四半期会計期間  

(自  平成 17 年４月 1 日 

至 平成 17 年 12 月 31 日)

当第３四半期会計期間 

(自 平成 18 年４月 1 日 

  至 平成 18 年 12 月 31 日)

前事業年度 

(自 平成 17 年４月 1 日 

  至 平成 18 年３月 31 日) 

４. 引当金の計上基準 貸倒引当金 

一般債権 

    債権の貸倒による損失

に備えるため貸倒実績率

法によっております。 

なお、貸倒実績率がゼロ

であるため、貸倒引当金

は計上しておりません。

 

貸倒懸念債権及び破産更

生債権 

債権の貸倒による損失

に備えるため個別に回収

可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しており

ます。 

― 

貸倒引当金 

一般債権 

同  左 

 

 

 

 

 

    

貸倒懸念債権及び破産更

生債権 

同  左 

 

 

 

 

賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

賞与支給見込額の当第３四

半期会計期間の負担額を計

上しております。 

 

貸倒引当金 

一般債権 

同  左 

 

 

 

 

 

 

貸倒懸念債権及び破産更

生債権 

同  左 

 

 

 

 

― 

５.リース取引の処理

方法 

 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同  左 同  左 

６.第３四半期キャッ

シュ・フロー計算

書(キャッシュ･フ

ロー計算書)におけ

る資金の範囲 

第３四半期キャッシュ・

フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は手

許現金、随時引き出し可能

な預金、及び容易に換金可

能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなります。 

同  左 キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は手許現金、

随時引き出し可能な預金、

及び容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投

資からなります。 

７. その他第３四半期

財務諸表(財務諸

表)作成のための基

本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同  左 

消費税等の会計処理 

同  左 
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（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

前第３四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当第３四半期会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準(｢固定
資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書｣(企業会計審議会
平成14年８月９日))及び｢固定資
産の減損に係る会計基準の適用指
針｣(企業会計基準適用指針第6号
平成15年10月31日)を適用してお
ります。これによる損益に与える
影響はありません。 

 
― 

（固定資産の減損に係る会計基準）
   当事業年度から固定資産の減損

に係る会計基準(｢固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意
見書｣(企業会計審議会平成14年８
月９日))及び｢固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針｣(企業会
計基準適用指針第6号平成15年10
月31日)を適用しております。こ
れによる損益に与える影響はあり
ません。 

 
― 

(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準) 

当第３四半期会計期間から、
「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」(企業会計
基準第５号 平成17年12月９日)
及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適
用指針」(企業会計基準適用指針
第８号 平成17年12月９日)を適
用しております。 
これによる損益に与える影響は
ありません。 
従来の資本の部の合計に相当

する額は1,703,499千円でありま
す。 
なお、当第３四半期会計期間

における四半期貸借対照表の純
資産の部においては、中間財務
諸表等規則の改正に伴い、改正
後の中間財務諸表等規則により
作成しております。 

 

 
― 
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四半期貸借対照表関係 

 

前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末 前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年12月31日) 
 

(平成18年12月31日) (平成18年３月31日) 
＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 30,038千円 
 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

   33,703千円
 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  30,969千円

   

＊２ 担保資産及び担保付債務 
   担保に供している資産は次の 

とおりであります。 

定期預金 30,084千円 

計 30,084千円 
 

＊２ 担保資産及び担保付債務 
   担保に供している資産は次の 

とおりであります。 

定期預金  3,000千円

計  3,000千円
 

＊２ 担保資産及び担保付債務 
       担保に供している資産は次の

とおりであります。 

定期預金  30,084千円

計  30,084千円
 

 担保付債務は次のとおりであります。 
従業員の銀行借入
に関する保証 

2,682千円 

元従業員の銀行借
入に関する保証 

1,911千円 

計 4,594千円 
 

 担保付債務は次のとおりであります。 
従業員の銀行借入
に関する保証 

  812千円

元従業員の銀行借
入に関する保証 

1,249千円

計 2,061千円
 

担保付債務は次のとおりであります。 
従業員の銀行借入
に関する保証 

 2,303千円

元従業員の銀行借
入に関する保証 

 1,576千円

計  3,879千円
 

３ 偶発債務 
従業員の銀行借入
に関する保証 

2,682千円 

元従業員の銀行借
入に関する保証 

1,911千円 

計 4,594千円 
 

３ 偶発債務 
従業員の銀行借入
に関する保証 

  812千円

元従業員の銀行借
入に関する保証 

1,249千円

計 2,061千円
 

３ 偶発債務 
従業員の銀行借入
に関する保証 

  2,303千円

元従業員の銀行借
入に関する保証 

  1,576千円

計   3,879千円
 

＊４ 消費税等の取扱い 
 仮払消費税等及び仮受消費税等
は、相殺の上、金額的重要性が乏し
いため流動負債の｢その他｣に含めて
表示しております。 

 

＊４ 消費税等の取扱い 
    

同  左 
 

― 

＊５ 第３四半期末日満期手形 
第３四半期末満期手形の会計処理

については、当第３四半期会計期間
末は金融機関の休日でしたが、満期
日に決済が行われたものとして処理
しております。当第３四半期期末満
期手形の金額は次のとおりでありま
す。 

受取手形 3,234千円 
 

― ― 
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(四半期損益計算書関係) 

 
前第３四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

＊１ 営業外収益の主要項目 
 

受取利息 4,611千円

事務取扱手数料 208千円

受取賃貸料 180千円
 

＊１ 営業外収益の主要項目 
 

受取利息  6,255千円

事務取扱手数料     91千円

    
 

＊１ 営業外収益の主要項目 
 

受取利息 6,248千円

事務取扱手数料 103千円

受取賃貸料 180千円
 

＊２ 営業外費用の主要項目 
 

社宅原状回復費用  247千円 

新株発行費    99千円 

    

 
 

＊２ 営業外費用の主要項目 
 

株式交付費 193千円

    

    
 

＊２ 営業外費用の主要項目 
 

社宅原状回復費用  247千円

新株発行費   261千円

    
 

＊３ 特別損失の主要項目 
 

たな卸資産評価損 7,799千円 

固定資産除却損   277千円 

ｿﾌﾄｳｴｱ仮勘定除却損   479千円 
 

＊３ 特別損失の主要項目 
 

減損損失 498千円

    

    

 
 
 

＊３ 特別損失の主要項目 
 

たな卸資産評価損 7,799千円

固定資産除却損   277千円

ｿﾌﾄｳｴｱ仮勘定除却損   479千円

    

４ 減価償却実施額 
 
有形固定資産 2,128千円 

無形固定資産   806千円 

     

４ 減価償却実施額 
 
有形固定資産   2,734千円 

無形固定資産     793千円 

     

４ 減価償却実施額 
 
有形固定資産   3,059千円

無形固定資産 1,093千円
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(四半期株主資本等変動計算書関係) 

第３四半期会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年12月31日) 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類  前事業年度末 増加 減少 当第３四半期会計期間末

普通株式(株)        99,795           160           ―                 99,955

 （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による新株発行により、発行済株式総数は160株増加して

おります。 

 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前第３四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の第３四半期末
残高と第３四半期貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係 
 平成17年12月31日 

現金及び預金残高 198,078千円 

預金期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△30,084千円 

現金及び現金同等物 167,994千円 
  

現金及び現金同等物の第３四半期末
残高と第３四半期貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係 
 平成18年12月31日 

現金及び預金残高 273,811千円

預金期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△3,000千円

現金及び現金同等物 270,811千円
 

現金及び現金同等物の期末残高
と貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係 
 平成18年３月31日 

現金及び預金残高 73,848千円

預金期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△30,084千円

現金及び現金同等物 43,764千円
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 (リース取引関係) 

 
前第３四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び第３四

半期期末残高相当額 

 (工具器具及
び備品) 

取得価額相当額 5,869千円 

減価償却累計額 
相当額 

2,037千円 

第３四半期期末残
高相当額 

3,831千円 
 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び第３四

半期期末残高相当額 

 (工具器具及
び備品) 

取得価額相当額 5,869千円

減価償却累計額 
相当額 

3,016千円

第３四半期期末残
高相当額 

2,853千円
 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 

 (工具器具及
び備品) 

取得価額相当額 5,869千円

減価償却累計額 
相当額 

2,282千円

期末残高相当額 3,586千円
 

② 未経過リース料第３四半期期
末残高相当額等 

   未経過リース料第３四半期期
末残高相当額 

１ 年 内 
１ 年 超 

  970千円 
2,927千円 

合計 3,898千円 
 

 ② 未経過リース料第３四半期期
末残高相当額等 

   未経過リース料第３四半期期
末残高相当額 

１ 年 内 
１ 年 超 

  987千円
1,940千円

合計 2,927千円
 

② 未経過リース料期末残高相当額
等 
未経過リース料期末残高相当額
 

１ 年 内 
１ 年 超 

974千円
  2,682千円

合計  3,657千円
 

③   支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額、支払利息相当額及び減損
損失 

支払リース料  772千円 

減価償却費相当額  733千円 

支払利息相当額   54千円 
 

③   支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額、支払利息相当額及び減損
損失 

支払リース料  772千円

減価償却費相当額  733千円

支払利息相当額   42千円
 

③  支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額 

 

 

 
支払リース料  1,029千円

減価償却費相当額    978千円

支払利息相当額     71千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、

残存価額をゼロとする定額法に
よっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 
    リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相
当額とし、各期への配分方法は
利息法によっております。 

（減損損失について） 
リース資産に配分された減損

損失はありません。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
同  左 

 
 
⑤ 利息相当額の算定方法 

同  左 
 
 
 

（減損損失について） 
同  左 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法

同  左 

 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同  左 

 

 

（減損損失について） 
同  左 
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(有価証券関係) 

前第３四半期会計期間末（平成17年12月31日現在） 

該当事項はありません 

当第３四半期会計期間末（平成18年12月31日現在） 

該当事項はありません 

 前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

  該当事項はありません 

 

(デリバティブ取引) 

前第３四半期会計期間末（平成17年12月31日現在） 

該当事項はありません 

当第３四半期会計期間末（平成18年12月31日現在） 

該当事項はありません 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

該当事項はありません 

 

（持分法損益等） 

前第３四半期会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年12月31日） 

該当事項はありません 

当第３四半期会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません 
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(１株当たり情報) 

 
前第３四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 15,954.64円

 

１株当たり純資産額 17,042.66円

 

１株当たり純資産額 16,600.61円

 
１株当たり 
第３四半期純損失 

198.44円

 

１株当たり 
第３四半期純利益 

388.62円

 

１株当たり 
当期純利益 

435.76円

 
なお、潜在株式調整後１株当たり

第３四半期純利益金額については、

１株当たり第３四半期純損失を計上

しているため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

第３四半期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益 

434.60円

 

 

(注1) １株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末 前事業年度末 

 平成17年12月31日 平成18年12月31日 平成18年3月31日 

当第３四半期会計期間末純資産の部
の合計額又は前第３四半期会計期間
末(前事業年度末)純資産の部の合計
金額（千円） 

― 1,703,499 ―

控除する金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る当第３四半期会計期
間末の純資産額又は前第３四半期会
計期間末(前事業年度末)の純資産額
（千円） 

― 1,703,499 ―

普通株式の発行株式数（千株） ― 99 ―

 

(注2) １株当たり第３四半期(当期)純利益又は1株当たり第３四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定上の基礎 

 
前第３四半期会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年12月31日)

当第３四半期会計期間 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

１株当たり四半期（当期）純利益又
は１株当たり四半期純損失 

 

 第３四半期（当期）純利益又は第
３四半期純損失(千円) 

△19,729 38,841 43,372

 普通株主に帰属しない金額 
 (千円) 

― ― ―

 普通株式に係る第３四半期(当期)
純利益又は第３四半期純損失 
(千円) 

△19,729 38,841 43,372

 普通株式の期中平均株式数 
 (千株) 

99 99 99

潜在株式調整後１株当たり第３四半
期(当期）純利益 

 

 第３四半期（当期）純利益調整額 
 (千円) 

― ― ―

 普通株式増加数(千株) 
 新株予約権 

― ― 0

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり第３四半期
純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要 

新株予約権 1種類
新株予約権
の目的とな
る株式の数

1,075株  
 

― ―
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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(事業部門別売上) 

 前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間 前事業年度 
要約損益計算書 

 (自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年12月31日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 金額（千円） 構成比(％) 金額（千円） 構成比(％) 金額（千円） 構成比(％) 

システム開発事業 971,512 98.7 1,253,475 98.0 1,531,009 99.1

その他事業 12,676 1.3 25,202 2.0 14,399 0.9

合計 984,189 100.0 1,278,677 100.0 1,545,408 100.0 

 


